




















の第 2 回，第 3 回の国際シンポジウムでは，「日本の大学における経営
学教育の展望」（第 2 回，台湾，1987），「新しい時代の日本の経営教育」
（第 3 回，韓国，1988）をともに歴史的観点をふまえて発表している。
さ ら に，1992年 の “The	First	International	of	Scholarly	Associations	
1	 これについては，日本経営学会編（1977）『経営学論集』（千倉書房，第47集）のほか，
拙著（1983）『経営管理論の基礎』（同文舘）に収録されている。















2 ．1960 年代前半から 70 年代冒頭までの学習状況
1958（昭和33）年に，坂本藤良著『経営学入門』（光文社）が出版さ











ミナールによる経営 “ 共育 ” 論」（『横浜市立大学論叢』第59巻，第 1・2・3 合併号），




































あり，“ オーガニゼーション・マン ”（ホワイト（W.F.White）），“ ホ
ワイト・カラー ”（ミルズ（C.W.Mills）），“ 孤独な群集 ”（リースマン





































































































カのビジネス系高等教育に関する 2 大報告書である “ ゴードン・レポー




































































































































もっとも， 1 回限りのものでは不十分であると考えたために， 5 年後










































































































いる授業情報も “ レストランのメニュー ” と同じように，学生にとって
は授業内容の情報が不足しているように思えた。












16	 5 章からなるこの教科書の第 1 章については，中国・北京の中国人民大学の（1993）















































































































































































































































































とり入れることが必要である。非正規労働と “ ジョブレス ” のプア・ヤ
ングの増加のなかで，学生自身にどのように働き，どのように生きてい



























































































た “ グローバル人材の育成 “ をカリキュラムにどのようにとり入れてい
くかである。そして，地域の活性化や中小企業の経営をになえる人材育
成のために「地域活性化論」，「地域産業論」，「中小企業経営論」，「中小
企業後継者育成論」などの開設も必要となる。大企業の経営学は必要で
あるが，これらの地域やスモール・ビジネスのための視点をカリキュラ
ムの編成に取り入れる必要があると考える23。
23	地域マネジメント，地域産業論（とくに横浜産業学），中小企業経営論などが1980
年代末から現在までの私の研究の関心であり，2000年代に入ってからのものに拙著
（2006）『スモール・ビジネスの経営を考える』（文眞堂），拙編著（2007）『横浜産業
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さらにいえば，キャリア教育の科目をカリキュラムに追加していくべ
きである。日本の超エリート大学といわれるところでも，“ ホームレス
になる ” ことを心配している学生がいるという話を聞いたが，学生自身
の個を自立化し，強化することを支援するキャリア教育が求められてい
る。そして，これには起業家育成の科目も必要となり，ビジネス・プラ
ン（事業計画書）の作成を行わせることになろう。
いずれにせよ，カリキュラムは環境変化のなかで重要と思われるもの
をとりあげて吟味し，正規の科目にするか，それとも特殊講義にするか，
などの判断を行いつつ，編成していくことが必要になる。環境が大きく
変化するというトレンドが続いており，それに敏感に対応するようにし
なければならない。また，既存の科目の改廃についても定期的に検討す
ることが必要となる。かつてこの改廃は「墓場を移す」のと同じくらい
むずかしいといわれてきたが，「朝令暮改」的に検討・実施することも
必要になっている。
以上， 3 つの観点から経営学教育の展望をみてきたが，これ以外にも
考慮し，実行していくものがある。そのひとつは，経営学を大学教育の
「共通教養科目」にすることである。教養系の学部などでは，これを具
体化しはじめているが，すべての学部において経営学が経済学，法律学，
社会学，心理学などと同じように必要な時代になっている。第 2 に，中
等教育において経営学教育やビジネス系教育をどのように拡充・充実さ
せていくかということである24。第 3 に，公務員試験や各種専門職試験
に経営学やビジネス関連の科目のウエイトを大きくしていくということ
も，今後いっそう求められている。
ルネサンス』（学文社），拙編著（2008）『横浜の産業とまちづくり』（学文社），拙編
著（2010）『横浜：都市創造ビジョンの構築』（学文社）などがある。
24	奥林康司稿（2012）「高等学校における経営リテラシーの提案」（全国ビジネス系
大学教育会議編『ビジネス系大学教育における初年次教育』，学文社）などを参照さ
れたい。
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これらのことは，われわれの教師仲間のあいだでは長年にわたって主
張してきたことであるが，その具体化を果たしていかなければならない。
8 ．おわりに
歴史的な回顧をふまえつつ，現代の経営学教育の課題や展望をみてき
た。回顧の部分については，この分野の立ちあげしてかかわったという
思いからか，私の個人的な関心を書きすぎたようである。もっとも，課
題や展望についてはきわめて多くのことがあると感じている。経営学教
育を含むビジネス系大学の教育は，この会議発足からの30年間をみても，
大きく発展してきたことは確かである。これを機に，さらなる改善・改
革を積み重ねて発展させていかなければならない。
（付記）
　本稿は，平成25（2013）年 8 月27日，28日に広島修道大学で行われ
た全国ビジネス系大学教育会議第30回記念大会のために執筆したもので
あり，当日はさらに回顧についての追加資料を提出している。
　この大会のプログラムは，開催校，会長の挨拶のあと，有本章（元・
広島大学高等教育ンター長，くらしき作陽大学こども教育学部教授）の
「今，大学とは何か―新時代の大学を考える」が基調講演として行われ
ている。それにつづいて池尾恭一（慶應義塾大学大学院教授）の「商学
教育の回顧と展望」，山崎和海（立正大学学長，経営学部教授）の「経
営情報教育の回顧と展望」，鈴木久敏（前筑波大学副学長・理事）の「経
営工学の回顧と展望」，藤永弘（青森公立大学大学院教授）の「会計学
教育の回顧と展望」の 4 報告が行われている。そして，最後に私のもの
が報告され，全体の総括を新会長となった吉田優治（千葉商科大学サー
ビス・マネジメント学部長）が行っている。
	 〔2013.9.〕
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本稿を倉持和雄先生の退職号に載せてもらうことにした。先生には，
長く御教示・御配慮いただいたことを心から感謝している。私のゼミナー
ル（学生，大学院）にも，韓国からの留学生が在籍していたが，その多
くは先生からのご指導をいただいている。お礼を申しあげたい。
	 〔2014.3.〕
